
	 第３節	 小括
本章では、我が国の労働力需給の展望や労働移動の重要性についてみてきた。
我が国の労働市場においては、少子高齢化に伴う生産年齢人口や新規学卒者数の減少が進ん

でおり、今後労働力の供給に制約が生じることが想定される。また、我が国の就業構造は、ポ
スト工業社会が進展し、商品やサービスの高品質・高付加価値化が求められる中で、工場にお
ける生産ラインの人員や、小売店の販売業務など、定型の業務を行う人材のニーズは減少する
一方、高度な専門知識や技術を用いて付加価値を生み出す人材や、非定型のサービスを提供す
る人材のニーズが高まってきており、特に、介護・福祉やＩＴといった分野の労働力需要は今
後一層高まっていくことが予想される。このような労働力需要の変化に対して、今後、新規学
卒者等の労働市場への新規参入による労働力供給のみにより対応することは困難であると考え
られる。そのため、労働者の主体的な意志に基づく転職などの外部労働市場を通じた労働力需
給の調整が今後更に重要になると考えられる。

また、我が国の経済成長や賃上げを実現するためには、ＴＦＰや労働生産性の上昇が重要で
ある。我が国の労働移動の活発さは他国と比較すると低い水準にあるが、労働移動の活発さと
ＴＦＰや労働生産性の上昇には弱い正の相関がみられ、労働移動による技術移転や会社組織の
活性化が行われることで生産性の向上につながる可能性がある。
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第Ⅱ部　労働者の主体的なキャリア形成への支援を通じた労働移動の促進に向けた課題




